











































































































































































































1981 8ρ40 195 一 一 一 24 α4
19829β14 262 一 一 一 2．8 0．5
198310，417 349 一 一 一 3．4 05
198411，173 368 129 75 164 3．3 05
1985ユ2，532 397 148 75 174 3．2 0．5
19呂6 13，801 456 174 93 189 3．3 0．5
198716，060 580 234 119 227 3．6 α5
1988．18，429 820 313 133 374 44 0．6
198922，047 1，143 380 159 604 5．2 0．8
199027，456 1，487 386 225 876 5．4 0．8
199131β80 1996 438 271 1287 64 0．9
199233，502 2，419 463 344 1β12 7．2 1ρ
199338，050 2，415 488 487 1，440 6．3 09
王994 43250 a614 539 479 1，596 ao α9
199551β81． 2，925 574 623 1，728 5．6 0．8
199658，823 3，528 713 839 1，976 6．0 09
199767，579 4207 927 1，014 2，266 6．2 1．0
199875，583 4576 1，121 1，662 1，793 6ユ 1．0
199983，685 ¢105 1，945 1β88 2，272 73 1．3


























198728，95516，87316，354 519 12，082 58．3 3．1
198829，60217，30516，869 435 12，298 58．5 2．5
198930，26518，02317，560 463 12，242 59．6 2．6
199030β8718，53918ρ85 454 12，348 60．0 2．4
199131，53519，1091呂，649 461 12，426 60．6 2．4
199232，02019，49919，009 490 12，521 60．9 2．5
199332，52619，80619，234 571 12，720 60．9 2．9
199433，04620β5319，848 504 12，693 61．6 2．5
199533，65920β4520，414 430 12，814 619 2．1
199634，27421，28820，853 435 12，986 62．1 2．0
199734β5121，782 1，214 568 13ρ70 62．5 2．6
199835β4721，42819，938149013，919 60．6 ZO
王99935，75721，66620，2911，374 14，092 60．6 6．3
200036，18622，06921，156 913 14ユ18 61．0 4．1
200136，57922，41721，572 845 14ユ62 61．3 38


































































1981 4，649 967 20．8
1982 4β78 984 20．2
1983 5212 1，010 19．4
1984 5β88 1ρ11 18．1
1985 5，966 1，004 168
1986 α177 1，036 16．8
1987 6，853 工267 18．5
1988 8，764 1，707 19．5
1989 9，752 1，932 19．8
1990 102641β87 18．4
1991 10，483 1，803 17．2
1992 10，568 1735 16．4
1993 10，679 1β67 15．6
1994 114501，659 14．5
1995 11，687 1，615 13．8
1996 12，020 1599 13．3
1997 12，192 1，484 12．2
1998 11，166 1，402 12．6
1999 12，455 1，481 11．9
2000 12，701 1，527 12．0













































































































































































































1990 690 5，520 　165，000
i240時間基準）
時間基準15（月額対比15）
1991 820 6，560 　192，700
i235時間基準）
時間基準18．8（月額対比16．4）
1992 925 7，400 　209，050
i226時間基準）
時間基準128（月額対比85）































































1998 1999 2000 2001 2002
計 比重 計 比重 計 比重 計 比重 計 比重
非賃金労働者 7，64138．3 7β2837．6 ス79536．8 zg1336．7 zg8836．0
自営業主 5，61628．2 570328．1 586427．7 6，05128ユ 6，19027．9
雇用主 1，392 7．0 1，351 6．7 14586．9 15547．2 1，617 7．3
自営者 4，22521．2 4β51214440720．8 449720．8 457420．6
無給家族従事者 ao2510．2 1ρ25 95 1，931 9ユ 1，863 8．6 1，797 8．1
賃金労働者 12，29661．712，66362．413，36063ユ 13，65963．314，18164．0
常時労働者（常用＋臨時） 10，57753．010，39051．211ρ0352．011，44153．01114853．0
常用労働者 6，53432．8 6，13530．2 6β9530．2 α71431．1’6，862 31．0
臨時労働者 404220．3 4，25521．0 4，60821．8 4，72621．9 4，886．22．0






























































金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比
1987 387 10．1 277 Z8 49 ll．2 61 21．2
工988 446 155 316 14．2 53 93 77 26．2
1989 541 21．1 375 18．6 60 13ユ 105 36．8
1990 642 188 姐 18．4 70 1〔》3 128 ．2181991 755 175 522 17．6 78 11．5 155 20．4
1992 869 15．2 597 14．3 86 10．6 186 20．5
1993 975 12．2 670 12．3 91 51 214 15．0
19941ρ99 12．7 746 114 99 8．8 254 18．5
19951222 11．2 828 109 111 12．9 283 113
19961β68 119 925 11．7 117 4．7 326 15．3
19971463 7．0 1，012 94 118 14 333 2．1









































































































































失業給付 30入以上 30人以上 10人以上 5人以上 5人以上 1人以上
雇用安定・


















































































































































































雇用維持支援金 α2 α4 742．2 794．3 293．9
採用奨励金 一 一 58．7 7518 407．8




高齢者雇用促進 65 90 121．7 2545 367．5
長期失業者雇用促進 一 一 一 0．5 a6
女性雇用促進 14 20 23．7 15．4 23．5
職場保育施設運営支援など 6 12 164 204．3 210．7




























































































































































































































類　型 供給機関 国家資格証 技　能










































































































































































































































































































































































































































賃金・退職金 1ρ00 1，550 1500 1，450
休業手当 700 1，100 1，200 1ρ00
（注）賃金・休業手当は1ヵ月分，退職金は1年分を基準とする．
出所：労働部賃金政策課（2001），p．4．
び最終3年分の退職金が保障される。経営が悪化してから正式に倒産するまで
一定の休業期間をおいた事業所の場合，労働者が退職する直前に支払われるべ
きだった賃金は，賃金ではなく休業手当という扱いになる（労働部賃金政策課
職員へのインタビュー2001年9月14日）．支払われる金額の総計は，「支払い保
障範囲」と「月極上限額」のうち，どちらか少ない金額が選ばれる（表2．14）。
　国家が代わりに支払うといっても，財源は事業主の積立金である。事業主負
担金は，「当該事業に従事する労働者の賃金総額」に「負担金比率」をかけて
算定する．負担金の比率は，2／1000の範囲内で，賃金債権保障基金審議委員
会の審議を経て，労働部長官が決定・公示する．実績をみると，1998年2／
1000，99年0．3／1000，2000年0．9／1000，2001年0．5／1000であった．その他
の財源は，事業主の未払い賃金などの返済金，基金運用収益金および他の基金
からの借入金などである（労働部賃金政策課2001，p．7）．
2．7　おわりに
　以上，通貨危機の前後におけるセーフティネットの制度の変化をまとめてき
た，「生産的福祉」というコンセプトは，国民基礎生活保障制度がワークフェ
アとしての性格をもっており，生活保護の対象者の自活を重視していることに
：／
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最もよく現れている．また，公共勤労事業が単に短期的な雇用創出策にとどま
らず，韓国の産業構造の高度化や福祉のニーズを勘案した内容になっているこ
となどにも反映している．職業訓練の内容もまた，知識集約産業，高付加価値
産業に対応した訓練を重視するものとなった．こ’ ､した教育と訓練の重視は，
「第三の道」に盛り込まれた人的資源への投資といった方向性を受け継いでい
るといえよう．
　通貨危機の前後における変化をみると，IMFのコンディショナリティにし
たがって，雇用保険の適用対象が全事業所にまで拡大されたことが注目に値す
る．失業給付の受給資格なども大幅に緩和された．失業の予防を目的とした雇
用安定事業に対する支給額も大幅に拡大された．賃金債権保障法の制定もまた，
IMFの影響を直接に受けた結果であるといえよう．
　ヤ方，職業訓練制度は，通貨危機というよりは，もっと長期的な流れのなか
で，勤労者職業訓練促進法が制定・施行された．国家による支援はむしろ減ら
されるはずであった。しかし，実際には，職業訓練i義務制が廃止されたことに
より，事業所による職業訓練は大幅に減ってしまった．1998年以後は失業対
策を中心に職業訓練予算が組まれ，特に雇用保険の職業能力開発事業の予算規
模は拡大された．勤労者職業訓練促進法が意図していた規制緩和，民間企業中
心の職業訓練を，という方向性が，通貨危機の到来によって阻まれ，公共部門
の過度な介入を温存させる結果をもたらしてしまった1
　失業給付の受年率や職業訓練修了者の再就業率が低いなど，制度は導入され
たものの，まだまだ問題点は山積みである．．しかし，通貨危機をきっかけに，
ソーシャル・セーフティネットの制度面での拡大はかなりの程度進展したとい
えよう．
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